
健康・医療



現代は、医療技術の進歩で多くの命が救われる時代となりました。

例えば、がん告知は進み、自分の病名を知った上で病気と闘い健康を取り戻す人も多くなりました。

では、もし今後あなたが回復不能の重大な病気になったら、病名告知や余命告知を受け入れて終末期を過
ごしたいですか？

それとも何も知らないままでいたいですか？

告知を受けなかったとしてもいずれ病気が進行してくれば自分の状況
を知ることになります。
その時になって自分の死と向き合い始めることになります。

※告知までの間は、家族も精神的な負担は大きいです。
告知が多くなった理由は、自分の病気と状況を受け入れることで、その後の治療や緩和ケアについて具体
的に話ができ、一日一日の過ごし方も変わり、多くの人がいろいろな意味で行動的になれるようになります。
告知や余命宣告を受けたときはショックを受けるでしょうが、さまざまな想いを繰り返しながら、やがては死を
受け入れることができるようになる人も多いことから、告知を求める事が多くなってきました。

はじめに



残された時間を誰と、どこで、どのようにして過ごすのか、病院、ホスピス、自宅など、いろいろと考えられ
ます。
最近は、在宅医療制度が整い始め、最期の時を自宅で過ごす人も増えてきました。



死亡原因（２０２０年時点）

１位 悪性新生物（がん）
２位 心疾患
３位 老衰
４位 脳血管疾患
５位 肺炎

２０１６年までは肺炎が３
位でしたが、老衰が３位
になりました。
→医療の水準が高まった
ことが一つの要因といえ
ます。

主な死因
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注：１） 平成６年までの「心疾患（高血圧性を除く）」は、「心疾患」である。

２） 平成６・７年の「心疾患（高血圧性を除く）」の低下は、死亡診断書（死体検案書）（平成７年１月施行）において「死亡の原因欄

には、疾患の終末期の状態としての心不全、呼吸不全等は書かないでください」という注意書きの施行前からの周知の影響によるもの

と考えられる。

３） 平成７年の「脳血管疾患」の上昇の主な要因は、ICD-10（平成７年１月適用）による原死因選択ルールの明確化によるものと考えら

れる。

４） 平成29年の「肺炎」の低下の主な要因は、ICD-10（2013年版）（平29年１月適用）による原死因選択ルールの明確化によるものと考

えられる。
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治療格差

全国医院数
「１００，０００医院」
※歯科８万除く
⇓
手術可能病院
６，０００病院

医師総数３０万人
⇓
がん治療認定医
約１５，０００人
※約５％
（日本がん治療認定医機構）

⇓
がん薬物療法専門医
約１，３００人

※更に大きな病院だと、幾つかの外科があり、治療法が
変わる場合がありますので…

大きな病院だから大丈夫という事はありません。
正確な情報取得が求められます。



医療情報

＜健康・医療相談／病院の無料案内サービス＞
【 社会的な不安 】
●不規則な食事・生活
●身近に潜む病気の怖さ
●治療格差 （地域差・病院差・個人差）
●医師に任せすぎてたらい回しで悪化
●インターネットなどの不確定な情報
※より悪化してしまうケースは多々ございます

◆医師等の健康・医療相談／病院案内
◆セカンドオピニオン・優秀専門医紹介
→最善の治療方法を総合医がお探し致します
２４時間フリーダイヤル対応
※個人でご利用頂きますと月額１万円相当のサービスが
入会金1万円のみでいつでもご利用頂けます

●気になる体の症状についての相談
頭痛・視覚異常・咽頭痛・歯痛・咳そう・タン・声・口渇・めまい・耳鳴り・舌痛・味覚臭、
覚異常・いびき・歯並び・吐き気・肩こり・胸痛・動悸・不正出血・月経異常・更年期症
状、腹痛・腰痛・便秘・血便・下痢・頻尿・排尿痛・手足のしびれ・発疹・発熱・倦怠
感・かゆみ、感覚異常・爪の異常 など体の気になること全般
○上記の症状について何科を受診すべきか、どんな病気が考えられるか、どんな
治療があるのか、どんな注意を家庭ですべきか、受診したらどんな検査をするか、
応急処置 ○夜間・休日の医療機関情報 など

●治療に関する相談
病気の詳しい説明・治療・検査、最新の治療、専門医、服用中の薬の副作用、検査
データの説明、高い・低い時はどんなことが考えられるか（家庭での注意）

●ストレス・メンタルヘルスに関する相談
対人関係の悩み、職場のストレス、夫婦問題、子育てストレス、不登校、いじめ、気
分障害、不安障害、不眠、摂食障害、心身症、アルコール依存症、ギャンブル依存
症、心の悩みを抱える人への接し方、専門医案内、 など

●家庭看護・介護に関する相談
運動指導、食事指導、水分補給、食事の選び方、応急処置、寝衣の調整、保温湿
布、冷温湿布、冷あん法について、環境・湿度、室温・クーラー、入浴・清拭・再診、、
家庭でできる看護、寝たきり老人の介護、床ずれ防止・排泄・食事・体位交換、介護
保険について など

●健康保持・増進に関する相談
健康保持、病気予防の食事、予防の運動、医師の説明の受け方、高額医療、医療
費控除、人間ドック、心臓ドック、禁煙ドック、骨ドック、脳ドック、
認知症ドック、レディースドック、生活環境、食品衛生、
再診のガン検診ができる施設、予防接種など
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・自宅で亡くなりたいという希望はあるものの、実際は病院が大半を占めています。

・2014年は病院死が75.2％なのに対し、グループホームやサービス付き高齢者住宅を含む在宅死は
12.8％にとどまっています
・病院での死が頭打ちになりつつある一方で、自宅等での死亡数の減少は抑制されています。

自宅



生命を脅かす疾患による問題に直面している患者とその家
族に対して、痛みやその他の身体的問題、心理社会的問
題、スピリチュアルな問題を早期に同定し、適切な評価と治
療によって、苦痛の予防と緩和を行うことで、QOL（Quality 
of Life：生活の質）を改善するアプローチです。

病院での看取り

緩和ケアを提供する場所が緩和ケア病棟。病気の治癒を
目的とするものではなく、がんとともに生きる患者さんや家
族の痛みや苦しみを和らげる医療。症状が落ち着いたり、
退院の希望があれば、退院が可能です。

主に悪性腫瘍の患者さんや後天性免疫不全症候群に罹患
している患者さんが対象。

緩和ケアとは

ホスピス・緩和ケア病棟とは

【延命治療】

回復の見込みがなく、死期が迫っている終末期の患者への生命維持のための医療行為



・厚生労働省は、増加していく看取りの受け皿を病院ではなく施設や在宅で、という方針を明確にしています。
多死社会、地域包括ケアの推進によって施設での看取りは今後増えていきます。
・チャペルが併設されている施設もあり、その場所で葬儀を行うことも可能。
・施設近くの霊園などに共同墓が建てられているケースも増えています。老人ホームの入居者たちは死後に
こちらに埋葬され、運営団体が永代に供養・管理してくれるので後継者等の心配をする必要がありません。

介護施設の看取り

入居前に、看取りの体制、経験、自分や家族の意思が尊重される施設かどうかの見極めが非常に大切。

在宅での看取り

・自宅で療養して、必要になれば医療機関等を利用したいと回答した者の割合を合わせると、６０％以上の
国民が「自宅で療養したい」と回答

・また要介護状態になっても、自宅や子供・親族の家での介護を希望する人が4割を超えています

自宅に帰り
たい…。



身元保証（連帯保証・身元引受）

保証人を求める
医療施設９５％
介護施設９１％

核家族化・お一人様の
増加により、ニーズが
現在、増えています

【保証人が求められる理由】
・医療行為の説明
・お支払いの保障
・死亡時の引取り 他
※よりよい施設選択には必要です
※複数人を求められる事もございます

Ａ社
入会金 ： ４１万円
年会費（１０年） ： ２２万円
事務管理費 ： ８２万円
預託金 ： ２０万円
合計：１６５万円 ※別途必要な場合も有

Ｂ社
入会金 ： １万円
年会費（１０年） ： １０万円
事務管理費 ： ５３万円
預託金 ： ３５万円
合計：９９万円 ※別途必要な場合も有

心託
入会金 ： １万円
年会費（１０年） ： 不要
事務管理費 ： ３５万円
預託金 ： 不要
合計：３６万円 ※別途必要な場合も有



医療保険制度

【日本の公的医療保険制度】

日本は、すべての国民が何らかの公的医療制度に加入します。

①会社員や公務員などの被用者が加入する健康保険

②自営業者や無職者などが加入する国民健康保険

③７５歳以上が加入する後期高齢者医療保険

■健康保険

①企業が単独あるいは共同で設立した「健康保険組合」、②中小企業の社員が加入する「全国健康保険協

会（協会けんぽ）、公務員が加入する「各種共済組合」があります。

・保険料の負担は事業主と従業員（被保険者）が折半し、被保険者の給与や賞与の額により保険料が決ま

ります。

・収入などの要件に該当する家族を「被扶養者」とすることができ、被扶養者の保険料の負担はありません。

■国民健康保険

・自営業者や無職者などが加入し、市区町村が運営し、その住民が加入者となります。

・保険料は前年の所得や加入者数などに応じて一世帯ごとに算出されます。

・健康保険と異なり、「被扶養者」という概念はなく、１人１人が「被保険者」となります。



■後期高齢者医療保険

・７５歳以上になるとそれまで加入していた医療制度の加入資格を失い、「後期高齢者医療制度」に移行

します。

・各都道府県の広域連合と市区町村とが連携して事務を行なっています。

・保険料は、前年の所得等に応じて納付します。「被扶養者」は存在しません。

１割負担
３割負担

２割負担

３割負担

２割負担

一般・低所得者 現役並み所得者

７５歳

７０歳

６歳（義務教育就学後）

医療機関や薬局で支払う医療費の自己
負担割合は、年齢または所得（現役並
み所得者か）により異なります。

■医療費の自己負担割合



高額療養費制度

【高額療養費制度とは】

手術や入院をしたときなど、医療費が高額となり１カ月の医療費の自己負担が上限額（自己負担限度額）を
超えた場合、その超えた額が加入している医療保険から支給される制度です。

①病院や薬局の窓口で支払った額が上限を超えた場合に申請すると払い戻されます。「限度額適用認定
証」を提出しておけば、窓口での支払いが自己負担限度額まで済みます。

②自己負担限度額は年齢（７０歳以上と７０歳未満）と所得によって異なります。

③対象者は公的医療保険（国民健康保険・健康保険等）に加入している人になります。

④入院時の食費負担や差額ベッド代等は含まれません。

【負担を軽減する仕組み】

負担をさらに軽減する仕組みとして、同じ医療保険制度に加入している家族の医療費を合算することができ
る「世帯合算」と、自己負担限度額を超える回数が多いとさらに限度額を下げる「多数回該当」があります。

【申請方法】

・あらかじめ加入している医療保険（協会けんぽや市区町村等）から「限度額適用認定証」の交付を受け、
病院に提示すれば窓口負担が自己限度額までとなります。

・限度額適用認定証があらかじめ用意できない場合は病院で自己負担分を支払った後、医療保険（協会

けんぽや市区町村等）に高額療養費の支給申請書を提出すれば限度額を超えた分が還付されます。



民間の医療保険

公的な医療保険では、保障しきれない費用を保障する目的で加入するのがいわゆる民間の医療保険と
なります。
民間の医療保険は、原則として病気やケガで「入院した場合の費用」を保障するものですが、最近では、
手術を受けたり、通院した時にも給付金が受取れる医療保険があります。

◆最近は、先進医療特約に加入したく医療保険に加入する方が
増加しています

先進医療とは、新しい医療技術の開発、患者ニーズの多様化に対応
するため健康保険の診療で認められている「一般の医療水準を超え
た最新の先進技術」として厚生労働大臣から承認された医療行為の
ことを言います。（健康保険の適用は受けません）約１００種類くらい
の先進医療があるといわれています。

先進医療の治療は主にがん治療に使用される場合が多くあります。
２人に１人が、がんになるといわれている現在、がん治療に関して常
に新しい最新の治療技術が開発されています。

保険の考え方



尊厳死：人間が人間の尊厳を保って死を迎えること。
安楽死：助かる見込みのない病人を、本人の希望に従って、苦痛の少ない方法で死に至らせること。
※日本では尊厳死、安楽死を定めた法律はありません。

尊厳死 ・ 安楽死

終末期に本人又は家族が迫られる今後の方針として以下の内容が考えられます。

・治療はどうしたいのか ・延命治療はどうしたいのか ・何処で最期を過ごすのか

・最期の時期にどの人に来てもらうのか ・最期に着たい、着せたい服は（病院や施設によって異なる）

・葬儀社さんはどうするのか

延命

医療行為への同意は、あくまで本人にしかできません。

しかし、往々にしてあるのは、急変した場合や意識がない状態での、今後の治療方針をご家族様が決断しな
ければならないことです。 家族であれ人間の生死を判断することは非常に責任が伴うものです。下した決断
が本当によいものだったのか悩むことも多々あります。 そういった苦渋の決断を避けるためにも、本人の生
前の意思（リビングウィル）を家族に伝えておくことはとても大切なことです。


